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�東北地方における自動車産業集積が震災復興に及ぼす影響�

大量生産システムの再検討

Fordの移動式組立ライン導入を中心に

伊 達 浩 憲

I ．問題の所在

Ford のT型車や移動式組立ラインは、大量生

産システムの確立を示す象徴的な出来事として語

られてきた。Highland Park 工場（以下，HP工

場と略記）における労働生産性の向上や、T型車

の製造費用の低下については、従来、移動式組立

ライン導入に重点が置かれて説明されてきた。し

かしながら、同社において、移動式組立ライン導

入とほぼ同時期に、�日給 5 ドル制�により大幅

な賃金引き上げが実施されたのであるから、T型

車の製造費用低減については、本来、詳細に実証

分析がなされなければならなかった。しかし、そ

れは行われてこなかった。そこで、本稿は、移動

式組立ライン導入前後のT型車の製造費用や労働

生産性、単位労働費用の動向を分析する。

よく知られているように、移動式組立ラインに

よる労働生産性向上や労働費用削減という評価の

発端となったのは、1915年に刊行されたH.

Arnold and F. Faurote, Ford Methods and the

Ford Shopsの以下のような報告である。

�・・・1914年 4 月30日に、 1 日 8 時間労働で

1,212台のシャシー組立が完成され、各シャシー

の組立に要した時間は 1時間33分であったが、こ

れに対して、静止式シャシー組立でのベストタイ

ムは1913年 9 月の12時間28分であり、つまり728

分にたいして93分になったのである。…シャシー

組立の労働費用の信じられない削減をFord 社の

技術スタッフは熟考して、他に労働削減の機会が

ないか真剣に探すことになった� 1 ）。

今日までのフォードシステム研究の水準を示す

労作であるHounshell［1984］は、Ford T 型車

の製造費用の低減の要因として、移動式組立ライ

ンだけではなく、互換性部品、専用工作機械とそ

の配置方法、日給 5ドル制などをトータルに分析

しているが、移動式組立ライン導入をもっとも重

視している。

日本では、塩見治人［1978］が代表的な研究で

あるが、HP工場での移動式組立ライン導入の分

析については、ほとんどArnold らの報告に依拠

して行われている。

和田一夫［2006］、同［2009］は、Arnold らの

報告について詳細に検討した上で、近年の欧米で

の研究成果をサーベイし、Arnold らの報告に依

拠して行われてきた従来のフォードシステム研究

に対して重大な問題提起を投げかけた。氏によれ

ば、Arnold らの報告は、Nevins［1954］に引用

されて後世に広まり、また、移動式組立ラインの

導入が労働生産性向上や労働費用削減をもたらし

それが製造費用の低減に結実したというストー

リーにまで高められ通説化していった2）。

和田氏は、Arnold の見解やそれに依拠した従

来の研究には問題があり、移動式組立ラインとい

う単一の要因のみによって労働生産性上昇を説明

することには疑問が多いこと、HP工場だけでは

なく組立分工場（branch assembly plant）におけ

るT型車の組立をも考慮して、フォードシステム

を�工場群�として捉える必要があることを指摘



している3）。

和田氏も検討しているように、従来においても、

移動式組立ライン導入の効果を過大評価すること

に距離を置き、それ以外の諸要因をも重視する研

究が少なからず存在した。Abernathy［1978］が

その代表である。

Abernathy の問題提起によれば、Ford におけ

る労働生産性の向上は、移動式組立ライン導入の

貢献だけではなく、それとほぼ同時に行われた労

働時間短縮（ 9時間から 8時間への短縮）や時間

賃金率の引き上げ（日給 5ドル制による時間賃金

率の倍増）など一連の改革の貢献も大きいと指摘

した4）。

また、Abernathy は、HP工場での部品製造と

組立分工場でのCKD組立との分業の意義を重視

した。なぜなら、一方で、機械化や専門化などの

工程上の優位を通じて部品製造における規模の経

済性を実現でき、他方でまた、Ford の大量雇用

が地域労働市場にもたらすインパクトの最小化と、

地域製品市場への適応とを同時に実現できるから

である。Abernathy は、Ford の組立分工場の実

践は�アメリカ産業で最初�である可能性があり、

集中的な部品製造と分散的な組立分工場とが有機

的に統合されたFord の大量生産システムは�自

動車産業の主要なイノベーション�であると指摘

している5）。

以上のようなAbernathy の問題提起を我々の

問題意識にひきつけて言い換えるならば、フォー

ドシステムは、組立分工場を活用し製品市場と労

働市場の変動に柔軟に適合しようとする製造イノ

ベーションだったと言える。第二次世界大戦後、

同様の問題に直面しながら確立されてきたトヨタ

生産方式の源流を探る上でも重要な問題提起であ

る6）。しかしながら、彼の問題提起は、従来の

フォードシステム研究の中に活かされてきたとは

言い難い。

1980年代に入ると、物的な意味での移動式組立

ライン導入の分析は影をひそめ、Ford の大量生

産システムの制度的構造に焦点があてられ，移動

式組立ライン導入前後の労資関係の変容や日給 5

ドル制採用の意義に関する研究が登場した。その

代 表 的 な 労 作 がMeyer［1981］、Lewchuk

［1987］、Raff and Summers［1987］である。

Raff and Summers［1987］は、効率賃金仮説

にもとづいて、日給 5ドル制による賃金引き上げ

がFord の労働生産性を上昇させたことを実証分

析している。その含意として、Ford と労働者と

の労働契約が�贈与交換（gift exchange）�

（Akerlof［1982］）として機能し、同社は�宥和

の購入（buying the peace）�を通じて労働問題の

顕在化をくい止め労働努力を抽出し労働生産性を

上昇させたと論じている7）。

本稿では、Abernathy や和田一夫氏が指摘し

たHP工場と組立分工場との分業の意義、移動式

組立ライン導入や賃金・雇用制度改革の効果を検

証する。そのためには、従来の研究が主として依

拠してきたArnold and Faurote［1915］、Nevins

［1954］などの二次資料では不十分であり、一次

資料を用いた分析が不可欠である。そこで、本稿

では、ミシガン州ディアボーン市のFord のアル

ヒーフBenson Ford Research Center に所蔵され

ている以下の 3つの社内資料を用いる。Model T

Cost Books（�T型車コストブック�）、Analysis

of Plants. Manufacturing Accounts, etc.（�工場分

析�）、FMC Branches Financial Statements (�組

立分工場財務報告書�）である。

以下、Ⅱで、Ford における大量生産システム

確立と、それがもたらした労働問題について概観

する。Ⅲで、�T型車コストブック�を用いて、

T型車の製造費用の動向を分析する。Ⅳで、�工

場分析��組立分工場財務報告書�を用いて、単

位労働費用の変化を労働生産性要因と時間賃金率

要因とに分解して分析する。

II ．Ford における大量生産システム確立と

労働問題

本章では、移動式組立ライン導入前後における

HP工場の生産システムの特徴や、Ford が抱え

ていた労働問題の特徴を論じる。

1．Ford の流れ生産方式

T型車は、1908年10月に製造・販売が開始され

るが、当初、小規模なピケット・アベニュー工場
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で製造されていた。1910年 1 月に新鋭のHP工場

が操業を開始するが、当時、セルデン特許訴訟が

係争中であったため、控えめな生産規模であっ

た8）。

1911年 1 月、Ford が特許訴訟に勝訴すると、

同社はHP工場の生産規模拡大工事に着手し、12

年から設備投資を積極化する。具体的には、

Hounshell［1984］によれば、機械加工工程への

専用工作機械の導入、鋳造工程へのチェーン駆動

の連続式造型機や連続注湯式鋳型搬送機の導入な

どが行われた。また、鍛造工程については、ニ

ューヨークの鋼ブレス部品メーカーのカイム社

（John R. Keim Mills）を買収後、同社のプレス鍛

造設備をHP工場へ移設し、鋳造品のプレス鋼に

よる代替を進めた9）。

Ford は、上記の機械設備を機種別に配置する

のではなく、機械加工工程を皮切りに製造プロセ

ス全体へと流れ生産方式を構築していった10）。

大量生産は、労働、機械設備、原材料などの投

入が飛躍的に増えるために、広大な空間と滞留時

間を必要とし、生産過程に乱流を生じさせる。と

りわけ，自動車生産は部品点数が多く、鋳造・鍛

造、機械加工、溶接、塗装、組立など多種多様な

工程から構成され、各部品の生産リードタイムも

異なるため、乱流が発生しやすい。これらの乱流

は、滞留や工程間在庫、それを処理するための間

接労働を増大させる。こうした乱流を削減し、

�ス ル ー プ ッ ト（throughput）�（Chandler

［1990］）を増大させることなしには、大量生産は

規模の経済性や労働生産性向上をもたらさな

い11）。

Ford の大量生産システムは、流れ生産（生産

の整流化）すなわち作業の順序に従って工程を再

編成することにより、直接労働時間に含まれるム

ダ、間接労働時間そのもののムダを削減し、生産

リードタイム短縮をはかることに重点が置かれて

いる。具体的には、機械を機種別ではなく作業順

に配置し、重力すべり台、モノレール、エンドレ

ス・チェーンやコンベアベルト等の各種の工程間

搬送手段を導入した。このような流れ生産方式は、

当時は、�前進的（progressive）生産方式��継

起的（continuous）生産方式�などの名称で呼ば

れていた12）。移動式組立ライン導入もこのよう

な流れ生産方式の構築の一環だと考えられる。

Hounshell［1984］によれば、1913年の春に、HP

工場における最初の移動式組立ラインが変速機の

磁石発電機の組立工程に導入された。

2．Fordにおける労働問題

現実の生産過程は、生き物のように複雑であり、

さまざまなリスクを抱えている。それゆえ、他の

条件を一定として、移動式組立ライン導入の効果

を観察することは難しい。移動式組立ラインを導

入しても、労働者の離職率が高かったり、彼らが

ストライキや産出制限を行えば、生産の流れは滞

り、計画した生産台数が達成できず労働生産性は

低下してしまうだろう。それゆえ、規模の経済性

したがって平均費用の低減を実現することは困難

になるだろう。以下、Ford の HP工場が抱えて

いた労働問題を考察しよう。

(1)移民労働者

Ford は、従来の万能工的熟練を解体・不要化

し、東欧・南欧から合衆国に渡ってきた移民労働

者の活用を前提とする大量生産システムを構築し

ようとした。そのため、同社は、�辺境�からの

移民労働者を、大量生産システムに適合的な労働

力、すなわちグラムシが�労働と生産過程の新し

い型に順応した新しい型の人間�と呼んだ労働力

に訓化し統制する必要性に迫られていた13）。

図2-1は、1868年〜1924年の合衆国への移民数

（男性）の推移を示したものであるが、ここに見

られるように、世紀転換期から第一次世界大戦開

戦以前に、合衆国への移民数が激増している。

Ford が大量生産システムを構築していた時期は、

合衆国への移民の第 2次のピークである。T型車

の生産を始めた1908年からHP工場で移動式組立

ラインの導入を始める1913年まで、合衆国への移

民数は大きく上昇する。

こうした移民流入の動向は、デトロイトの自動

車産業、なかでもFord HP 工場の雇用量や労働

生産性の水準、賃金・雇用制度改革に大きく影響

したと考えられる。

1914年11月にFord で実施された最初の労働力

出身国調査によれば、労働者数12,880人のうち、

大量生産システムの再検討（伊達) 3



アメリカ生まれは 29%、外国生まれは（22カ国）

71%を占めていた。外国生まれの労働者の上位

5 グループを示すと、ポーランド 21%、ロシア

16%、ルーマニア 6%、イタリア・シシリア 5%、

オーストリア・ハンガリー 5%であった14）。

後述するように、労働生産性の停滞に端を発し、

その後、急速に進められた賃金・雇用制度改革、

日給 5ドル制の導入、その受給資格を調査する社

会調査部（Sociological Department）の設置など

は、このような移民労働力の大量流入に対応する

中で生み出されたものであると言える。

(2)労働問題

T型車の販売開始以降、とりわけ1912年から

1913年の期間、T型車の需要急増がおこり、未充

足の注文が累積していった。これに対応するため

に、Ford は、職長による駆り立て体制（drive

system）や労働者の増員、そして重力すべり台

をはじめとする各種の工程間搬送装置を用いた作

業スピード増大などの諸方策によって急激な増産

をはかろうとした。12年中頃から13年前半にかけ

て、生産台数が急増し、それにともなって労働者

数は6,000人から1.5万人へと急増する。13年前半

期には、労働集約的な静止式シャシー組立により

月産 2万台の量産規模を達成した。しかしながら、

こうした労働投入量の急増は、労働生産性の停滞

をもたらした。

上記のような急激な増産や作業スピード増大が

原因となり、Slichter［1919］によれば、表2-2に

示すように、1913年の Ford の年平均の離職率は

370%にも及んだ。370%の離職率とは、13,500人

の労働者数を維持するために、50,000人以上に及

ぶ大量の労働者を採用しなければならないことを

意味する。また、欠勤率は、13年10月に 10%に

のぼった15）。
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図2-1 合衆国への移民数（男性）1868年〜1924年
（注）原資料は、U. S. Bureau of Immigration, Annual Report of the Commissioner General of

Immigration Fiscal Year Ended June 30, 1924, p. 122

（出所） Jerome［1926］, Appendix Table Ⅱ, p.246より作成。



Meyer［1981］によれば、Ford の経営陣は、

労働生産性停滞の原因を�労働問題��生産の人

間的要因�にあると認識し、離職率や欠勤率の上

昇に見られるような移民労働者の労働規律の低下、

劣悪な居住条件、怠惰な生活習慣などを問題視す

るようになった。また、当時、オープンショップ

制が支配的であったデトロイト地域においても発

生するようになったストライキなど労働組合運動

の攻勢に対しても配慮しなければならなかっ

た16）。

Ford が必要とする労働力は置き換え可能な非

熟練労働者ではあるが、上述のような大量の離職

と採用は、流れ生産を阻害し、生産過程に停滞を

もたらして労働生産性を低下させる要因となる。

このような労働問題に対処するため、1913年10

月、雇用・賃金制度改革が行われた。具体的には、

職種や勤続年数に基づく賃金等級制、最低日給の

引き上げ（平均 13%の一律賃上げ）、人事部の設

置による採用・解雇に関する職長の裁量的権限の

縮小などの措置が実施された。しかし、これらの

改革によっても、13年末には離職率は再び上昇し

た17）。そのため、勤続 3 年以上の労働者への

ボーナス支給が実施された。

そして、1914年 1 月には、日給 5ドル制の導入

による賃金倍増、労働時間の短縮、社会調査部に

よる日給 5ドル制の受給資格の調査などが実施さ

れたのである。

こうした一連の改革により、離職率は、表2-2

のように、14年には 54%、15年には 16%にまで

低下し、労働問題は軽減された。欠勤率は、14年

10月に 2.5%に低減した18）。

III． T 型車の製造費用の動向

従来、移動式組立ライン導入前後のT型車の製

造費用に関する実証分析はほとんど行われてこな

かった。移動式組立ライン導入にともなう組立時

間や労働費用の大幅削減に関するArnord らの記

述だけが、ほとんど唯一の根拠となってきたので

ある。

そこで、本章では、�T型車コストブック�を

用いて、移動式組立ライン導入前後のT型車の製

造費用の動向を分析する。

1．資料の概要

Benson Ford Research Center に所蔵されてい

るAccession 125、Box 1-4、Model T Cost Book

は、T型車 1 台あたりの原材料・部品購入費

（material cost）、労働費（labor cost）、間接費

（overhead cost）を、車種・ユニット・部品ごと

に月次で記録したものである。1913年12月、そし

て14年 3 月以降のデータが存在している。この

�T型車コストブック�は、Abernathy［1978］、

Lewchuk［1987］、Raff［1987］な ど 欧 米 の フ

ォードシステム研究者達の間では利用されてきた

ものの、十分に分析されてこなかった。日本の研

究者の間ではほとんど利用されてこなかった。

原材料・部品購入費は、内製化の進展、したが

って垂直的統合の影響を受ける。ある部品の内製

化率が上昇する場合、部品購入費は減少するが、

それに代わって原材料費が発生し、HP工場にお

ける労働費も上昇する。内製化と外製化のどちら

が製造費用を低減させるかは、いわゆるMake or

Buy 問題であり、サプライヤーの製造費用とHP

工場の製造費用とを比較する必要があり、一概に

は言えない。

労働費は、完成車 1 台あたりの直接労働者

（Ford の用語では生産労働 productive labor）の

賃金費用である。

間接費には、減価償却費や間接労働者（Ford

の用語では非生産労働 non-productive labor）の

賃金費用などが含まれている。

T型車は単一車種のように論じられることが多

いが、実際には、ボディタイプの異なるTouring、

大量生産システムの再検討（伊達) 5

表2-2 Fordの労働者の離職状況

（出所） Slicter［1919］, p.244より作成。



6
社
会
科
学
研
究
年
報

2012
N
o.43

表3-1 T型車の製造費用の構成（ツーリングカー、ドル）

（注 1）シャシー、ボディ、完成車のデータは、いずれも、Monthly Cost Summary に掲載されている数値。エンジン・変速機については、Divisional Summary

より作成。（注 2）1913年12月〜14年末については、シャシー組立の原材料費にはタイヤの費用（約30ドル分）が除かれている。15年 1 月以降はそれを含む。

（注 3）1915年 7 月までのボディ組立については、完成品をボディメーカー購入した場合の数値。 8月以降は、ホワイトボディをボディメーカーから購入しHP

工場内でトップとウインドシールド取り付け等の仕上げを行った場合の数値。（注 4）工場出荷台数には、ツーリングカー以外の車型も含み、英国マンチェス

ター工場向けのシャシーの台数も含む。（注 5）販売価格については、Acc.9, Box 8, Dodge Estate Legal-FMC Balance Sheetsより転載。

（出所）Benson Ford Research Center, Acc. 125, Box 1-4, Model T Cost Books より筆者が作成。



Torpedo、Town、Sedan、Coupelet などの種類

がある。本稿では、生産台数の最も多いTouring

car の製造費用を分析対象にする。

また、T型車の組立はHP工場のみで行われた

かのように語られることが多いが、実際には、

Henry Ford 自 身（Ford［1922］）や Nevines

［1954］が指摘しているように、1912年のカンザ

ス・シティ組立工場の稼働開始を皮切りに、全米

各地の組立分工場でのCKD組立が行われていた。

海外向けにも、HP工場から英国マンチェスター

工場へシャシー部品が送られCKD組立が行われ

ている。�T型車コストブック�は、1915年以降、

HP工場でのCKD部品の製造費用、各組立分工

場で組み立てられた完成車 1台あたりの労働費や

間接費を記録している。

表3-1にT型車（ツーリングカー）の製造費用

の構成を示す。紙幅の都合により、 3月・ 6月・

9月・12月の 3か月ごとに表示した。

2．T型車のユニット別製造費用の分析

(1)完成車組立とシャシー組立

表3-1で、1913年12月から17年12月までの完成

車の単位費用の動向を見ると、13年12月の225ド

ルが最も低く、以後、その値を下回ることはなく、

上昇傾向にある。労働費についても同様であり、

13年12月の17.4ドルが最低で、それ以降は上昇し

ている。

本稿では取り扱わないが、販売価格から単位費

用を引いた粗利益を見ると、次第に減少している

ことがわかる。T型車の価格・製造費用の分析は、

従来の研究がイメージしていたような単純なス

トーリーではないことだけは指摘しておこう。

ユニット別に見ると、T型車の単位費用のうち

最大の割合を占めているのは、シャシー組立であ

り、13年12月時点では、完成車の単位費用225.3

ドルのうち161. 9ドル、72%を占めている。

Arnord らが組立時間や労働費の大幅削減を報告

したのも、このシャシー組立工程であった。

表3-1のように、シャシー組立の労働費は、

1913年12月時点では17ドルであり、翌14年 3 月に

は23.5ドルに上昇している。14年全体を見ても、

おおむね22ドルから27ドルの間で推移している。

Arnord らが指摘した移動式組立ライン導入によ

る単位労働費用の大幅削減は、この�T型車コス

トブック�では観察することはできない。13年か

ら14年にかけての労働費の上昇の原因は、14年 1

月から実施された日給 5ドル制による時間賃金率

の上昇にあると思われる。これについては、次章

で詳しく検討する。また、労働費は、シャシー組

立の単位費用全体の 1割強程度を占めるにすぎな

いのであるから、労働費の低減による製造費用の

低減には、もともと限界がある。

間接費について見ると、労働費と同様に上昇し

ており、13年12月に22.7ドルであったが、14年 3

月には31.4ドルに上昇している。間接費には非生

産労働者の賃金が含まれており、HP工場におい

て非生産労働者は生産労働者と同程度の人数が存

在するので、間接費も日給 5ドル制による時間賃

金率の上昇の影響を受けている。

シャシー組立の原材料・部品購入費を見よう。

シャシー組立の単位費用のうち大きな割合を占め

ているのは、原材料・部品購入費である。1913年

12月の時点でみると、シャシー組立の単位費用の

75.3%を占めている。Williams et al.［1993］が指

摘したように、これが完成車の単位費用の動向を

大きく左右していると言える19）。原材料・部品

購入費は、14年 3 月の185ドルから12月の176ドル

に低減しており、その後も、約30ドル分のタイヤ

のコストが含まれているか否かによって数字は異

なるが、おおむね減少傾向にある。この原材料・

部品購入費の下落は、HP工場における内製化の

進展すなわち垂直的統合によるものと推測できる

が、資料上の制約から、その原因については、本

稿では取り扱わない。

シャシー組立の1915年の動向について見ると、

完成車生産台数の多い 6 月の労働費は17.1ドルで

あり、13年12月と同様の水準で推移しており、労

働費の大幅な削減は生じていない。後半期におい

ては、13年から14年のように完成車生産台数が月

産 2 万台の水準に達した月はなく、6,000台から

1.5万台という低い水準で推移している。次章で

見るように、この時期、組立工程の分工場への移

管が進行したのであろう。

1916年については、まず前半期を見ると、完成

大量生産システムの再検討（伊達) 7



車生産台数は月産 1 万台から1.7万台という低い

水準で推移しているため、シャシー組立の労働費

も低下していない。後半期についても、HP工場

での完成車組立台数したがってシャシー組立台数

が1,000台を割り込んでおり、労働費の下落は見

られなくなっている。

次章で検討するように、全米各地の組立分工場

の稼働により、HP工場において、シャシー

CKD部品の製造は行われるものの、シャシー組

立や完成車組立は次第に少量になり、その結果、

単位費用の上昇につながったと考えられる。HP

工場だけではなく、組立分工場での完成車組立も

考慮に入れ、単位費用の動向を把握する必要があ

る。�T型車コストブック�は、1915年から組立

分工場で組み立てられた完成車の単位費用を記録

している。それによれば、組立分工場でのCKD

組立は、HP工場で製造されたシャシーやボディ

のCKD部品を全米の分工場へ送り、各分工場に

おいてボディの塗装・トリム・架装、フェンダー

組立、エナメル塗装、試験・最終仕上げなどの諸

作業を行い、完成車に組み立てるというものであ

った。

(2)ボディ組立とエンジン・変速機組立

シャシー組立に次いで単位費用の中で大きな割

合を占めているのは、ボディ組立である。1913年

12月時点で、ボディ組立は、完成車の単位費用

225ドルのうち63ドル、28%を占めている。ボデ

ィ組立の費用の内訳を見ると、原材料・部品購入

費が62ドル、労働費は0.36ドル、間接費は0.48ド

ルであり、労働費はごくわずかである。

その理由は、Ford はT型車のボディ完成品を

ボディメーカーから購入していたからである。一

部はボディメーカーからホワイトボディを購入し

HP工場内でトリムや塗装などの作業を行ってい

た。ホワイトボディの購入比率は、13年12月には

5%程度であったが、14年 5 月には 10%程度、 9

月には 33%にまで上昇する20）。表 3-1 では、13

年12月から15年 6 月については完成品を購入した

場合の費用を掲げているが、15年 9 月以降は、ホ

ワイトボディを購入しそれをHP工場で仕上げ作

業を行った場合の費用を示している。内製率の上

昇にともなって、HP工場ボディ組立工程での労

働費が上昇していることがわかる。

ボディと同程度の割合を占めているのが、エン

ジン・変速機のユニット組立であり、13年12月に

54.5ドル、24.2%である。表には掲載していない

が、その内訳をユニットごとに見ると、エンジン

組立24ドル、変速機・磁石組立22ドルが大きな割

合を占めている。エンジン・変速機組立の単位費

用は、14年には上昇傾向を示しているが、15年か

ら16年前半にかけては、13年12月の水準と同程度

で推移している。

3．小括

以上のような�T型車コストブック�を用いた

製造費用の分析にもとづけば、移動式組立ライン

がシャシー組立工程に導入された1913年末から14

年末の期間において、T型車の単位労働費用は上

昇傾向を示している。日給 5ドル制による時間賃

金率の上昇の影響を受けていると考えられる。ま

た、HP工場と組立分工場との分業の進展により、

15年後半以降は、HP工場でのシャシー組立や完

成車組立そのものが大きく減少したため、単位労

働費用が上昇した。

Arnord らによる、シャシー組立工程における

�労働費用の信じられない削減�という表現は、

誇張されていると言える。完成車についてもエン

ジン・変速機組立についてもそれを見てとること

はできない。

なお、本章では、原材料・部品購入費や間接費

を含めたトータルな製造費用の動向分析について

は取り扱わなかった。なぜなら、それを分析する

ためには、Ford における間接労働の役割、

Dodge Brothers をはじめとするサプライヤーの

詳細、垂直的統合の動向などを考慮しなければな

らないからである。HP工場時代のサプライヤー

システムや垂直的統合については、一次資料もご

く限られており、従来ほとんど解明されてこなか

った未開拓の領域である。今後の課題とした

い21）。
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IV．単位労働費用・時間賃金率・労働生産

性

1．資料の概要と単位労働費用

(1)問題の所在

前章では、�T型車コストブック�を用いて、

HP工場で生産されたT型車の単位費用の動向を、

ユニット別に分析した。その結果、Arnord らが

報告したような単位労働費用の大幅な低減は確認

できないという暫定的結論を得た。

しかしながら、�T型車コストブック�には、

投入労働時間や時間賃金率のデータが示されては

いないため、単位労働費用や労働生産性の動向を

詳細に分析することはできなかった。

また、T型車の労働生産性や単位労働費用を分

析するためには、HP工場だけではなく、分工場

との組立分業体制を考慮することが不可欠である

が、従来、移動式組立ライン導入に関する分析に

おいてほとんど考慮されてこなかった。前章では、

組立分業体制については考慮せず、HP工場での

完成車の製造・組立に必要な単位費用を分析した

にすぎない。�T型車コストブック�では、HP

工場で製造されたCKD部品を各分工場に送りそ

こで組み立てた場合の単位費用については、1915

年以降のデータしか得ることができないため、前

章では分析対象としなかった。

1913年春から部分的に開始され14年にシャシー

組立工程に導入された移動式組立ラインの効果や、

それとほぼ同時期に進展したHP工場と分工場と

の組立分業体制の効果、日給 5ドル制実施による

時間賃金率引き上げの効果などをトータルに検証

する課題は未だ残されている。

そこで本章では、前章で未解決だったこれらの

諸問題に接近するために、�工場分析�に掲載さ

れているHP工場稼働開始後の労働関連データを

用いて、T型車の単位労働費用を月次ベースで独

自に算出し、さらに、それを労働生産性要因と賃

金率要因とに分解する。

単位労働費用（unit labor cost）とは、製品 1

単位あたりの生産に要する労働費用と定義される。

これは、下記のように、 1人 1時間あたりの賃金

と 1人 1時間あたりの労働生産性とに分解するこ

とができる22）。

単位労働費用＝支払賃金総額／生産台数

＝（支払賃金総額／投入労働時間）／（生産台

数／投入労働時間）

＝ 1人 1時間あたり賃金／ 1人 1時間あたり労

働生産性

ただし、

投入労働時間＝労働者数×労働時間

支払賃金総額＝時間賃金率×投入労働時間

(2)�工場分析�と�組立分工場財務報告書�

Ford の ア ル ヒ ー フBenson Ford Research

Center の Accession 96, Box8 と Box24 に所蔵さ

れているバランスシート作成用の手書き台帳

Dodge Estate Legal-FMC Balance Sheets（以下、

�工場分析�と略記）は、支払賃金総額、時間賃

金率、投入労働時間について、生産労働者と非生

産労働者とを区別した値を月次ベースで掲載して

いる。ただし、労働者数については、生産労働者

と非生産労働者とに区別されていない。

-工 場 分 析�は、Analysis of Plant.

Manufacturing Accounts, etc. と題された上半分

は、工場、機械、治工具など有形固定資産の簿価、

増減、現在価値、減価償却などが記載されている。

下半分は、Manufacturing Operations と題され、

T型車の期首在庫、原材料・部品購入費、労働費、

製造間接経費、投入労働時間、時間賃金率、支払

賃金総額等を記載しており、労働関連の指票につ

いては生産労働者と非生産労働者とを区別して記

載している。

また、組立分工場については、Accession 1881,

Box 1 に所蔵されている FMC Branches Financial

Statements（以下、�組立分工場財務報告書�と

略記）という資料が近年公開され閲覧可能になっ

ている。各分工場の組立台数、 1台あたりの労働

費、間接費などが記録されている。組立分工場を

も考慮に入れてT型車の単位費用や労働生産性の

動向を分析するためには不可欠の資料である。組

立分工場でのCKD組立は1912年に開始されたが、

�組立分工場財務報告書�において、分工場で

CKD組立された完成車の単位労働費用や組立台

数が記録されるようになるのは13年11月からであ

る。本稿では、この単位労働費用に分工場での組

大量生産システムの再検討（伊達) 9
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表4-1 Ford の労働関連指標（1910年 1 月〜17年12月）

（注）労働者数は、HP工場、分工場とも、生産労働者と非生産労働者を含む。

（出所）Benson Ford Research Center, Accession 96, Box 1-Box8, Dodge Estate Legal−FMC Balance Sheets. およびAcc.1881, Box 1, FMC Branches Financial

Statements より筆者が作成。



立台数を乗じて、分工場の生産労働者の支払賃金

総額を算出し、その支払賃金総額を�工場分析�

に掲載されている生産労働者の時間賃金率で除し

て、分工場の生産労働者の投入労働時間を算出し

た。

-工場分析�において、分工場の支払賃金総額

が掲載されるようになるのは15年 8 月からであり、

また、前章で指摘したように、�T型車コストブ

ック�において、各分工場の組立台数や単位費用、

HP工場でのCKD部品製造の単位費用が記載さ

れるようになるのは、15年10月からである。本稿

で用いる�組立分工場財務報告書�によって初め

て、13年末以降に分工場でCKD組立されたT型

車の単位労働費用を把握でき、HP工場と分工場

の双方を考慮した単位労働費用や労働生産性の分

析が可能になったのである。

表4-1は、�工場分析�と�組立分工場財務報告

書�から作成した、1910年から17年までの Ford

の労働関連指標を示したものであり、具体的には、

生産労働者の時間賃金率、投入労働時間、支払賃

金総額、単位労働費用、労働生産性を月ベースで

掲載した。労働生産性は、生産労働者 1人 1時間

あたり生産台数と、T型車 1台あたりの生産労働

者の投入労働時間とを算出した。また、参考指標

として、HP工場および分工場の労働者数、HP

工場の労働日（ 1日あたりの労働時間）を示す。

生産台数は、T型車のすべての車種についての生

産台数である。紙幅の都合により、 3月・ 6月・

9月・12月の 3か月ごとに表示した。

1910年 1 月から17年12月までの月次データを 3

期移動平均で平滑化したものが、図4-2から図4-5

である。図4-2は単位労働費用の推移、図4-3は労

働生産性の推移を示す。図4-4は、単位労働費用

に影響を与える時間賃金率と労働生産性の実数を、

大量生産システムの再検討（伊達) 11

図4-2 単位労働費用の推移（ドル、 3 期移動平均、1910年 1 月〜17年12月）
（注）1910年後半と15年 1 月の単位労働費用の大幅な上昇は、HP工場の生産水準の著しい下落に起因する。

（出所）表4-1と同じ。



図4-5は、単位労働費用の変化を時間賃金率要因

と労働生産性要因とに分解して表示したものであ

る。いずれもHP工場と分工場双方における生産

状況を考慮している。

図4-2が示すように、1910年から17年の期間、

単位労働費用は、（HP工場の生産水準が低かっ

た1910年 6 月と15年 1 月を除けば）ゆるやかな上

昇傾向を示している。表4-1で確認すると、単位

労働費用は生産台数の動向とほぼ反比例しており、

生産量増大が単位労働費用を低減させる要因の一

つであると言える。

図4-3で労働生産性のトレンドを見ると、生産

労働者 1 人 1 時間あたりの生産台数は、（1910年

6 月と15年 1 月を除けば）全体的には上昇傾向を

示しているが、とりわけ14年前半期と15年前半期

に大きく上昇している。14年、15年ともに、後半

期になると生産水準が落ち込むために労働生産性

は低下するが、おおむね14年以降17年までの労働

生産性の水準は、10年から13年までの水準よりも

上昇している。

1台あたりの投入労働時間については、13年ま

ではゆるやかな減少傾向が見てとれる。13年後半

から14年中頃にかけては大きく減少し、14年 6 月

は最も低く43時間になる。14年後半には増大し、

15年以降はほぼ横ばいで推移する。

図4-4によって生産労働者の時間賃金率の動向

を見ると、13年 6 月の0.25ドルから、12月の0.28

ドル、14年 3 月に0.49ドル、 9 月に0.65ドルまで

上昇している。13年中頃まではほぼ横ばいで推移

しているが、13年末から上昇し始め、14年に入る

と大幅に上昇する。13年末の賃金・雇用制度改革、

14年 1 月から実施された労働時間短縮や日給 5ド

ル制（時間賃金率の倍増）の影響が反映されてい

ると言えよう。
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図4-3 労働生産性の推移（ 3期移動平均、1910年 1 月〜17年12月）
（出所）表4-1と同じ。



図4-5は、単位労働費用の対前年同月増減率を

時間賃金率要因と労働生産性要因とに分解したも

のであるが、1914年に時間賃金率も労働生産性も

ともに著しく上昇していることが際立っている。

14年前半期、両者の上昇率はほぼ同程度であるの

で、単位労働費用も横ばいで推移している。14年

後半期は、労働生産性の上昇率は、時間賃金率の

上昇率を大きく上回っている。その結果、単位労

働費用は低下している。

図4-6は、労働者 1 人あたりの投入労働時間を

月ベースで示したものである。�工場分析�にお

いては労働者数が生産労働者と非生産労働者とに

区別されていないので、生産労働者と非生産労働

者の双方を含めた労働者 1人あたりの投入労働時

間を見ると、13年前半期から14年中頃にかけて大

きく減少している。 1人あたりの投入労働時間が

月間150時間（ 8 時間労働日で約18日）にまで落

ち込んでいることや、労働者数が13年 6 月の1.5

万人から14年 6 月には9,700人に急減したことを

考慮するならば、レイオフ等によるHP工場の稼

働日数の減少が影響したと考えられる。

2．分析

表4-1および図4-2〜図4-5によりながら、移動

式組立ライン導入、組立分工場でのCKD組立、

日給 5 ドル制や労働時間短縮など、Ford の大量

生産システムが劇的変化をとげる1913年から15年

の労働関連指標の動向を分析しよう。月次ベース

の場合、季節変動が激しいので、繁忙期と閑散期

に注意しよう。
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図4-4 時間賃金率と労働生産性（3期移動平均、1910年 1 月〜17年12月）
（出所）表4-1と同じ。



(1)1913年

Hounshell［1984］によれば、1913年前半期、

HP工場において、変速機の磁石発電機の組立工

程などに移動式組立ラインが部分的に導入された

が、シャシー組立工程はまだ静止式のままであっ

た。

生産台数を見ると、T型車の需要急増や未充足

注文の累積を背景に、12年末から生産が急増し、

13年 6 月には2.2万台に達している。それにとも

ない、労働者数は、同時期に6,000人から1.5万人

に増大し、投入労働時間も急増する。この時期、

Ford においては、労働投入量を増やして生産を

拡大する製造戦略がとられていたと言える。

労働生産性について見ると、 1人 1時間あたり

の生産台数（指数）は、12年 3 月は246であった

が、13年 6 月には220に低下しており、 1 台あた

りの投入労働時間も、同じ期間に、83時間から93

時間に増大した。労働生産性は停滞した。

単位労働費用は、13年6月時点で25ドルであり、

12年 3 月の18ドル、 4月の21ドルを上回っている。

12年から13年前半期にかけて時間賃金率の上昇は

わずかなので、単位労働費用の上昇の原因は、労

働生産性の停滞にあると考えられる。

移動式組立ラインの導入が部分的に開始された

13年前半期は、労働投入量を増やして増産をはか

る製造戦略がとられ、月産 2万台を超える水準を

達成したが、労働生産性の停滞が生じ、その結果、

単位労働費用の上昇をまねいたと言えよう。
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図4-5 単位労働費用の要因分解（対前年同月増減率%、寄与度、1910年 1 月〜17年12月）
（注） 1910年 6 月と15年 1 月については、HP工場の生産台数が著しく少なく単位労働費用が大幅に上昇したた

め省略。労働生産性の増減率は逆符号。

（出所）表4-1と同じ。



13年中頃以降、月生産台数は7,000台の水準に

まで大幅に落ち込む。労働生産性の下落もいっそ

う激しくなり、10月には単位労働費用は60ドルに

まで上昇する。

このような労働生産性の停滞を打開するために、

Ford は、13年末以降、一連の改革を行い、製造

戦略を転換する。その第 1は、雇用・賃金制度改

革による駆り立て体制の是正であり、第 2に、移

動式組立ラインの導入拡大による労働投入量の削

減、第 3 は、HP工場の最終組立工程を分工場へ

移管しHP工場の工数を削減する戦略への転換で

ある。Arnold らが問題にしたシャシー組立工程

は、次第に分工場に移管されていく。

13年末になると、分工場でのCKD組立の状況

が�組立分工場財務報告書�に掲載されるように

なるが、組立が本格化するのは14年に入ってから

のことである。

(2)1914年

移動式組立ラインがHP工場のシャシー組立工

程に導入された1914年前半期について考察しよう。

完成車生産台数は14年 3 月には月産2.8万台を達

成する。この水準は、1910年から17年末までの期

間中、HP工場の生産水準のピークをなす。

既に述べたように、13年末に行われた雇用・賃

金制度改革、14年 1 月から開始された日給 5ドル

制と労働時間短縮などの一連の措置は、時間賃金

率や支払賃金総額を上昇させる要因となる。

投入労働時間は、13年の水準と比べると、低水

準で推移した。14年3月には、HP工場の2.8万台

と分工場で組み立てられた4,800台とを加え合計

3.3万台もの完成車が生産されたが、154万時間の

労働が投入されたにすぎない。14年 6 月は、わず

か73万時間の労働投入で2.1万台が生産された。

これに対して、13年の生産水準のピークの 6月は、
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図4-6 労働者 1人あたりの投入労働時間（1912年 1 月〜17年12月）
（注）点線は 3期移動平均値。

（出所）表4-1と同じ。



2.2万台を生産するのに214万時間もの労働が投入

されていた。George Heliker は、14年の投入労働

時間の大幅な減少（1911年と同程度の水準）の原

因を�大量の季節的なレイオフ�と指摘している

（Benson Ford Research Center, Acc.958, Box 1,

“George Heliker Papers ─ Detroit Labor 1900-

1916”, p.98）。

労働生産性の動向を見ると、 1人 1時間あたり

の生産台数（指数）は、13年6月に220、12月は

230であったが、14年 3 月には440となり、ほぼ 2

倍に上昇した。完成車 1台あたりの投入労働時間

も、13年 6 月の99時間、12月の88時間から、14年

3 月には46時間、 6月には43時間に減少し、半分

になった。この水準は、1910年から17年の期間の

うちで最も少ない。労働生産性は大幅に上昇した。

日給 5ドル制や労働時間短縮により時間賃金率

は上昇したが、HP工場と分工場との組立分業、

移動式組立ライン導入、レイオフ等の要因が相ま

って、HP工場における労働投入量が大幅に節約

された。その結果、支払賃金総額の上昇が抑制さ

れた。

単位労働費用を見ると、26ドルという14年 3 月

の水準は、相対的には低いと言い得る。しかし、

その水準は、13年 4 月から 6月の静止式組立によ

って達成した水準とほぼ同レベルであるし、12年

3 月の18ドル、 4 月の21ドルよりも高い。

Arnord らが問題にした14年 4 月時点について見

ると、単位労働費用は29ドルであり、13年前半期

の水準を上回っている。

分工場でのCKD組立の状況を見ると、14年 3

月の4,800台から 5月には8,200台に増大している。

投入労働時間全体に占める分工場の投入労働時間

の割合に注目すると、同期間に7.8%から 19.1%

に上昇しており、また、T型車 1台あたりの投入

労働時間についても、分工場の投入労働時間の占

める割合が 2割に達している。14年前半期におけ

る顕著な労働生産性の上昇には、分工場での

CKD組立も寄与していると考えられる。

この時期、HP工場の生産台数は減少している

が、HP工場と分工場とを合わせると 2 万台規模

に達している。

1914年後半になると、分工場でのCKD組立台

数が増大して 9 月時点では9,200台にまで達し、

分工場での投入労働時間の割合も 23.4%にまで増

大した。

しかし、その後は、HP工場と分工場との組立

分業は順調には進まず、HP工場での生産台数も

分工場での組立台数も低い水準にとどまった。そ

のため、14年後半の単位労働費用も上昇した。

HP工場と分工場との組立分業体制が軌道に乗る

は翌15年になってからであった。

(3)1915年以降

1915年に入ると、組立分業体制が本格化し、 3

月頃から、HP工場と分工場の双方で生産台数が

増大する。生産台数は、前半期平均で、HP工場

は 2 万台、分工場は1.3万台で、合計3.3万台に拡

大する。 3月から 6月は各月とも、合計の生産台

数は 4万台を超えている。

このような組立分業体制の本格化により、15年

3 月時点では、単位労働費用は26ドルと低く推移

し、 1人 1時間あたりの生産台数（指数）は460、

完成車 1台あたりの投入労働時間は44時間となり、

14年前半期の水準に近いパフォーマンスを発揮し

た。

15年後半期になると、HP工場の生産台数は 2

万台を下回るようになり、ついに分工場の組立台

数がHP工場での生産台数を上回る。16年 7 月以

降は、HP工場での生産台数は1,000台以下の水準

に縮小する。

(4)小括

以上分析してきたように、第 1に、移動式組立

ライン導入が拡大する1914年以降、労働生産性は

上昇したと言えるが、単位労働費用の大幅な低減

が生じたとは言えない。移動式組立ラインが静止

式組立以上の労働生産性の水準を実現したのは、

14年前半期と15年前半期に限定される。第 2に、

移動式組立ラインだけではなく、分工場での

CKD組立も労働生産性の上昇に寄与していた。

Arnold らが問題にしたHP工場のシャシー組立

工程は、次第に分工場に移管されるのである。

おわりに

Ford における大量生産システムの確立過程は、
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一方では、旧世界からの大量の移民を吸収し訓

化・統制していく過程であったと同時に、他方で

は、全米に組立分工場が拡大していく過程であっ

た。換言すれば、大量生産システムの確立過程は、

互換性部品や専用工作機械など�製造のアメリカ

ンシステム（American System of Manufacturing）�

を導入することによって万能工的熟練を不要化・

解体し、資本の可動性（mobility）が拡大してい

く過程であった。

本稿で考察されたように、流れ生産の観点から

の生産過程の統合だけではなく、生産過程の空間

的拡張すなわち組立分工場におけるCKD組立も、

Ford の大量生産システムの重要な構成要素であ

る。労働集約的な最終組立工程を全米各地に分散

させ（地域製品市場に近接させ）、最終組立工程

を分離したHP工場を部品製造に特化させる。

Ford はこのような生産ネットワークを構築する

ことによって労働生産性を向上させようとした。

また、1918年以降には、同社は、組立分工場に移

動式組立ラインを導入していく。

第一次世界大戦後、Ford の CKD組立は，全

世界へと拡大される。1924年には、イギリス、ア

イルランド、フランス、デンマーク、ベルギー、

イタリア、スペイン、オランダ、アルゼンチン、

ブラジルに組立工場があった。そして、1925年に

は、横浜に組立分工場が設立され稼働を開始する

のである23）。

注

1 ）Arnold, H. and Faurote, F.［1915］, p.139.

2 ）和田一夫［2006］pp.258-308 を参照。
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各地に分散的に広がる多数の小規模で労働集約的な

組立分工場を�周辺�に持ち、他方、�中核�として

のHP工場は次第に資本集約的な部品製造に特化す

るという特徴を有していた。同社のコスト優位は、

�中核�工場の鋳鍛造・機械加工部門における規模の
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4）Abernathy［1978］, p.24 を参照。
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8）Hounshell［1984］, pp. 226-234、邦訳、pp. 287-297
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レス鋼による代替は、後工程である機械加工の工数

を削減することができる。鋼プレスの採用は、流れ

生産の構築の観点からも労働生産性の観点からも重

要である。

10）Ibid., pp.225-229、邦訳、p.291-292を参照。
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12）Abel［1912］p.1389 を参照

13）グラムシ［2001］, p.123を参照。
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15）Slichter［1919］pp. 244-249、Abel［1914］p. 37 を

参 照。ま た、 Meyer［1981］、Gordon, D et al.

［1982］、Jacoby［1986］、Raff and Summers［1986］
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16）Meyer［1981］ch.4を参照。

17）Hounshell［1984］, p.258、邦訳 p.325 を参照。
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19）Williams et al.［1993］を参照。
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21）Hyde［2005］を参照。

22）単位労働費用の含意については、Bowls and

Edwards［1985］を参照。

23）Willkins［1970］を参照。ウィルキンスの次のよう

な指摘はきわめて重要である。�合衆国の主要産業に

おける大手会社が、1914年までに、なんらかの海外

事業と関わっていたことが重要である。原料がなお

豊富であった合衆国にとってもっとも注目すべき現

象は、資源の追求ではなく、むしろ投資を通じて海

外へアメリカの技術を拡散させることであった。�

（邦訳、p.272）
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